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令和元年度 中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅳ 

 問題 

 Ｄ社は、1940 年代半ばに木材および建材の販売を開始し、現在は、資本金２億円、

従業員 70 名の建材卸売業を主に営む企業である。同社は、連結子会社（Ｄ社が 100％

出資している）を有しているため、連結財務諸表を作成している。 

 同社は３つの事業部から構成されている。建材事業部では得意先である工務店等に

木材製品、合板、新建材などを販売しており、前述の連結子会社は建材事業部のため

の配送を専門に担当している。マーケット事業部では、自社開発の建売住宅の分譲お

よびリフォーム事業を行っている。そして、同社ではこれらの事業部のほかに、自社

所有の不動産の賃貸を行う不動産事業部を有している。近年における各事業部の業績

等の状況は以下のとおりである。 

 建材事業部においては、地域における住宅着工戸数が順調に推移しているため受注

が増加しているものの、一方で円安や自然災害による建材の価格高騰などによって業

績は低迷している。今後は着工戸数の減少が見込まれており、地域の中小工務店等で

はすでに厳しい状況が見られている。また、建材市場においてはメーカーと顧客のダ

イレクトな取引（いわゆる中抜き）も増加してきており、これも将来において業績を

圧迫する要因となると推測される。このような状況において、同事業部では、さらな

る売上の増加のために、地域の工務店等の取引先と連携を深めるとともに質の高い住

宅建築の知識習得および技術の向上に努めている。また、建材配送の小口化による配

送コストの増大や非効率な建材調達・在庫保有が恒常的な収益性の低下を招いている

と認識している。現在、よりタイムリーな建材配送を実現するため、取引先の了解を

得て、受発注のみならず在庫情報についても EDI（Electronic Data Interchange、電

子データ交換）を導入することによって情報を共有することを検討中である。 

 マーケット事業部では、本社が所在する都市の隣接地域において建売分譲住宅の企

画・設計・施工・販売を主に行い、そのほかにリフォームの受注も行っている。近年、

同事業部の業績は低下傾向であり、とくに、当期は一部の分譲住宅の販売が滞ったこ

とから事業部の損益は赤字となった。経営者は、この事業部について、多様な広告媒

体を利用した販売促進の必要性を感じているだけでなく、新規事業開発によってテコ

入れを図ることを検討中である。 

 不動産事業部では所有物件の賃貸を行っている。同事業部は本社所在地域において

マンション等の複数の物件を所有し賃貸しており、それによって得られる収入はかな

り安定的で、全社的な利益の確保に貢献している。 

 Ｄ社の前期および当期の連結財務諸表は以下のとおりである。 
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連結貸借対照表 

(単位：百万円) 

 前期 当期  前期 当期 

＜ 資 産 の 部 ＞   ＜ 負 債 の 部 ＞   

流 動 資 産 2,429 3,093 流 動 負 債 2,517 3,489 

現 金 預 金 541 524 仕 入 債 務 899 1,362 

売 上 債 権 876 916 短 期 借 入 金 750 1,308 

棚 卸 資 産 966 1,596 その他の流動負債 868 819 

その他の流動資産 46 57 固 定 負 債 1,665 1,421 

固 定 資 産 3,673 3,785 長 期 借 入 金 891 605 

有 形 固 定 資 産 3,063 3,052 その他の固定負債 774 816 

建 物 及 び 構 築 物 363 324 負 債 合 計 4,182 4,910 

機 械 設 備 9 7 ＜ 純 資 産 の 部 ＞   

その他の有形固定資産 2,691 2,721 資 本 金 200 200 

無 形 固 定 資 産 10 12 利 益 剰 余 金 1,664 1,659 

投資その他の資産 600 721 そ の 他 の 純 資 産 56 109 

   純 資 産 合 計 1,920 1,968 

資 産 合 計 6,102 6,878 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,102 6,878 

 

連結損益計算書 

（単位：百万円) 

 前期 当期 

売 上 高 4,576 4,994 

売 上 原 価 3,702 4,157 

売 上 総 利 益 874 837 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 718 788 

営 業 利 益 156 49 

営 業 外 収 益 43 55 

営 業 外 費 用 37 33 

経 常 利 益 162 71 

特 別 利 益 2 7 

特 別 損 失 7 45 

税金等調整前当期純利益 157 33 

法 人 税 等 74 8 

親会社に帰属する当期純利益 83 25 
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第１問（配点 25 点） 

（設問１） 

  Ｄ社の前期および当期の連結財務諸表を用いて比率分析を行い、前期と比較した

場合のＤ社の財務指標のうち、①悪化していると思われるものを２つ、②改善して

いると思われるものを１つ取り上げ、それぞれについて、名称を⒜欄に、当期の連

結財務諸表をもとに計算した財務指標の値を⒝欄に記入せよ。なお、⒝欄の値につ

いては、小数点第３位を四捨五入し、カッコ内に単位を明記すること。 
 

（設問２） 

  Ｄ社の当期の財政状態および経営成績について、前期と比較した場合の特徴を 50

字以内で述べよ。 

 

第２問（配点 25 点） 

 Ｄ社のセグメント情報（当期実績）は以下のとおりである。 
 

（単位：百万円） 

 
建 材 
事業部 

マーケット 
事業部 

不動産 
事業部 

共 通 合 計 

売 上 高 4,514 196 284 - 4,994 

変 動 費 4,303 136 10 - 4,449 

固 定 費 323 101 30 20 474 

セ グメント 利益 -112 -41 244 -20 71 

注：セグメント利益は経常段階の利益である。売上高にセグメント間の取引は含まれ

ていない。 
 

（設問１） 

  事業部および全社（連結ベース）レベルの変動費率を計算せよ。なお、％表示で

小数点第３位を四捨五入すること。 
 

（設問２） 

  当期実績を前提とした全社的な損益分岐点売上高を⒜欄に計算せよ。なお、（設

問１）の解答を利用して経常利益段階の損益分岐点売上高を計算し、百万円未満を

四捨五入すること。 

  また、このような損益分岐点分析の結果を利益計画の資料として使うことには、

重大な問題がある。その問題について⒝欄に 30 字以内で説明せよ。 
 

（設問３） 

  次期に目標としている全社的な経常利益は 250 百万円である。不動産事業部の損

益は不変で、マーケット事業部の売上高が 10％増加し、建材事業部の売上高が不変

であることが見込まれている。この場合、建材事業部の変動費率が何％であれば、

目標利益が達成できるか、⒜欄に答えよ。⒝欄には計算過程を示すこと。なお、（設



アガルートアカデミー 中小企業診断士試験 

54 

問１）の解答を利用し、最終的な解答において％表示で小数点第３位を四捨五入す

ること。 

 

第３問（配点 30 点） 

 Ｄ社は、マーケット事業部の損益改善に向けて、木材の質感を生かした音響関連の

新製品の製造販売を計画中である。当該プロジェクトに関する資料は以下のとおりで

ある。 

 

＜資料＞ 

 大手音響メーカーから部品供給を受け、新規機械設備を利用して加工した木材にこ

の部品を取り付けることによって製品を製造する。 

・新規機械設備の取得原価は 20 百万円であり、定額法によって減価償却する（耐用

年数５年、残存価値なし）。 

・損益予測は以下のとおりである。 
 

（単位：百万円） 

 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

売 上 高 20 42 60 45 35 

原 材 料 費 8 15 20 14 10 

労 務 費 8 12 12 11 6 

減 価 償 却 費 4 4 4 4 4 

その他の経費 5 5 5 5 5 

販 売 費 2 3 4 3 2 

税 引 前 利 益 -7 3 15 8 8 
 

・キャッシュフロー予測においては、全社的利益（課税所得）は十分にあるものとす

る。また、運転資本は僅少であるため無視する。なお、利益（課税所得）に対する税

率は 30％とする。 

 

（設問１) 

  各期のキャッシュフローを計算せよ。 

 

（設問２) 

  当該プロジェクトについて、(a)回収期間と(b)正味現在価値を計算せよ。なお、

資本コストは５％であり、利子率５％のときの現価係数は以下のとおりである。解

答は小数点第３位を四捨五入すること。 
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 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 

現価係数 0.952 0.907 0.864 0.823 0.784 
 

（設問３) 

  ＜資料＞記載の機械設備に替えて、高性能な機械設備の導入により原材料費およ

び労務費が削減されることによって新製品の収益性を向上させることができる。高

性能な機械設備の取得原価は 30 百万円であり、定額法によって減価償却する（耐

用年数５年、残存価値なし）。このとき、これによって原材料費と労務費の合計が

何％削減される場合に、高性能の機械設備の導入が＜資料＞記載の機械設備より有

利になるか、⒜欄に答えよ。⒝欄には計算過程を示すこと。なお、資本コストは５％

であり、利子率５％のときの現価係数は（設問２)記載のとおりである。解答は、％

表示で小数点第３位を四捨五入すること。 

 

第４問（配点 20 点） 

（設問１) 

  Ｄ社は建材事業部の配送業務を分離し連結子会社としている。その⒜メリットと

⒝デメリットを、それぞれ 30 字以内で説明せよ。 
 

（設問２) 

  建材事業部では、EDI の導入を検討している。どのような財務的効果が期待でき

るか。60 字以内で説明せよ。 

 

 

  




